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１．背景と目的 

これまでに提案された多くの人口移動モデル 1)2)などでは、

移住先の説明要因として所得格差や生活水準が用いられ

ている。しかし、これらの要因は、実際に家計が移住先を

決定する際に考慮するすべての要因を表しているとは言

い難い。さらに、移住の要因は「進学」「就職」「結婚」等

のライフステージ別で異なると考えられる。また、移住は

本来、「移住の有無」と「移住先の選択」が同時に決定さ

れるが、これらの行動を段階的に捉えたモデルが一般的に

用いられている。 
本研究では、我が国における人口移動の実態分析、ライ

フステージ別の移動の金銭的・非金銭的要因の検討を行っ

た上で、「移住の有無」と「移住先」を同時に決定する人

口移動モデルを構築する。首都圏以外の出身者で首都圏在

住の学生の就職時の居住地選択を対象とする。 
 
２．研究手順 

研究手順は、以下の通りである。 
①実態分析 
②アンケート調査 
③金銭的・非金銭的要因の検討 
④人口移動モデルの構築 
 
３．人口移動の実態 

国勢調査人口移動集計から、南関東における社会動態を

見てみると、転入数は 15～19 歳が、他県への転出数は 20

～24 歳が最も多い。これらの年齢階層の南関東への転入

数、他県への転出数を図－１に示す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典）国勢調査人口移動集計より作成。 

図－１ 南関東における転入数・他県への転出数 

 

また、15～19 歳、20～24 歳の移動理由を表－１に示し

た。前者は南関東に大学などが多いことから進学者による

移動、後者は大学などを卒業した後の就職に関する移動と

考えられる。南関東以外の道府県から見た場合、進学転出

数が就職転入数を上回っており、他県からの転入者の多く

は、そのまま南関東内に居住し続けると考えられる。 

 

表－１ 移動理由 

 

 
 
 
 
 

15～19歳 20～24歳

調査数 989 1532

住宅事情 住宅事情

（34.5%） （20.8%）

   親や配偶者の移動に伴って 就職

（22.8%） （12.5%）

 入学・進学    親や配偶者の移動に伴って

（8.3%） （11.7%）

移動理由

上位３つ

注）（ ）内は調査数に対する割合。人口問題研究所第５回人口移動調査より作成。 
 

４．居住地選択と移住の決定要因 

個人の居住地選択は、生活圏、鉄道沿線（大都市圏の場

合）、地区、住居の順に段階的に意思決定が行われている

と考えられる。本研究では、生活圏の選択を対象とする。

生活圏とは、通勤通学範囲を含み余暇行動で遠出をしない

程度の範囲を指す。国土交通省資料を基に 189 生活圏を作

成する。 

居住地選択の各段階で移住の有無及び移住先の決定要

因は異なる。また、要因は、金銭的要因と非金銭的要因に

大別される。金銭的要因は、収入や通勤費、地方税などが

ある。非金銭的要因は気候や治安、自然の豊かさなどの快

適性、交通機関や施設などの利便性、家族や恋人との同

居・近居などに起因する。生活圏の選択時に考慮されると

考えられる要因を表－２に示す。これらの要因はさらにラ

イフステージ別で異なると考えられる。 
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表－２ 居住地（生活圏）選択の決定要因 

 

 

 

 

 

 

 

金銭的

要因

快適性
気候(気温、降雪量、風など)、治安、

自然環境、社会基盤整備状況など

利便性
交通施設、公共施設、商業施設、行政

サービスなど

労働 就業機会

対人関係
家族、友人、親戚、彼氏、彼女との同

居・近居

収入、地代、物価、交通費、通勤時間、地方税、

引越代など

非金銭

的要因

 

５．アンケート調査 

 首都圏在住の首都圏外出身者が就職時の居住地選択に

考慮する要因を、アンケート調査から検討する。アンケー

ト結果から金銭的・非金銭的要因のうち「重視する」と回

答した割合が多かった要因を表－３に示す。また、表－４

は、出身地別の移動先選択割合を整理したものである。 



表－３ 金銭的・非金銭的要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－４ 出身地別居住地選択肢 

 
 
 
 
 
 
 
 
注）①首都圏 5）、②北関東甲信越県庁所在都市生活圏、③北関東甲信越中小都市※1生活

圏、④首都圏外南関東中小都市生活圏、⑤ブロック中心都市※2生活圏、⑥その他※

3県庁所在都市生活圏、⑦その他中小都市生活圏 

※１（中小都市）：県庁所在都市以外の市町村、※２：札幌市、仙台市、金沢市、名古

屋市、大阪市、広島市、福岡市、※３：関東甲信越、ブロック中心都市以外 

 

６．人口移動モデル 

（１) モデルの定式化 

 ここでは、移動実態とアンケート結果をもとに、居住地

の選択肢が表－４の網掛け部分のように限定されると仮

定する。 
居住地の選択肢は、表－４のように首都圏を含めて 2～

3 となっている。うち一つを選択し、首都圏を選択した場

合には「移住しない」、それ以外を選択した場合は「移住

する」というように同時決定となる。 
以下に人口移動モデルを示す。 

 
 

 

 

 

ここで、i は出身生活圏、j は移住先生活圏を表す。Pj

は生活圏 j に移住する確率、Vjは生活圏 j に居住すること

による部分効用、Zjは生活圏 j の環境要素を表す。 

 
(２）パラメータ推定 

表－３に示した移住の決定要因である金銭的・非金銭的

要因を定量化し、その全部または一部を用いて出身地別に

パラメータの推定を行う。出身地②、③、⑦の推定結果を

表－５に示す。 
 いずれのモデルにおいても、収入の要因が有意となった。

アンケート結果からも、多くの学生は所得を重視する傾向

が強く、所得の高い首都圏に住み続ける要因になっている。

また、出身地③や⑦では治安に関する指標が有意となった。

首都圏に比べて治安が良い中小都市の出身者は、居住地選

択にあたり、治安の良さを考慮していることが分かる。 

収入 所得

コスト 家賃

暑くない地域

寒くない地域

降雪量が少ない

治安が良い

身近に自然がある

県庁所在都市までの所要時間

大都市までの所要時間

東京・大阪までの所要時間

対人関係 家族が住んでいる

快適性

利便性

金銭的要因

非金銭的要因

 

表－５ 出身地②のパラメータ推定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明変数 出身地② 出身地③ 出身地⑦
0.56 0.13

(1.29) (0.95)
0.15 0.16 0.70

(1.06) (1.26) (0.65)
-0.04

(-1.3)
-0.99E-05 -0.29E-03
(-1.16) (-1.25)

1.53
(0.89)

0.75
(1.21)

Schwarz B.I.C. 12.26 9.01 7.73

Hit ratio 0.667 0.500 0.667

小売業売場面積

1住宅当たり延べ床面積

納税義務者１人当たり課税対象所得

東京までの所要時間

刑法犯認知件数

実家ダミー

出身地 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ サンプル数

① 94% 1% 0% 0% 4% 1% 0% 83
② 63% 31% 6% 0% 0% 0% 0% 1
③ 22% 22% 22% 0% 22% 0% 11% 9
④ 75% 0% 0% 25% 0% 0% 0% 4
⑤ 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
⑥ 78% 0% 11% 0% 0% 11% 0% 9
⑦ 70% 0% 0% 0% 0% 10% 20% 10

移動先

6

4

注）（ ）内は t 値。 
 

７．まとめ 

(１) 結論 

本研究では、居住地を選択する際に考慮する金銭的・非

金銭的要因をアンケート結果等から検討し、同時決定型の

人口移動モデルを構築することができた。モデルの推定結

果より、出身地別で居住地の決定要因が異なることが明ら

かになった。 
 
(２) 今後の課題 

 以下のようなデータや調査結果を入手することができ

れば、より精度の高い人口移動モデルが構築できると考え

られる。 
①1 歳階級ごとの市区町村別人口移動集計と移動理由 
②ライフステージ別、地域別の居住地選択に関する金銭

的・非金銭的要因の把握とその定量化 
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